
北海道下川町 森林商工振興課 高橋 祐二

平成３０年１０月１１日（木）

しもかわ森林バイオマスの取り組み
〜森林・林業・エネルギー〜

エコテクノ2018～エネルギー先進技術展～地域で取組む再生エネ・省エネ促進セミナー資料



下川町の概要
◇ 面 積 64,420ha（東西約20km、南北約30km）

◇森林面積 56,810ha（町の約９割が森林）

◇ 人 口 3,447人（平成30年6末）

◇高齢化率 39.4％（平成30年6月末）

◇ 気温最高約30℃、最低-30℃

下川町市街地 冬期の景色

下川町（北緯44度）
下川〜名寄駅（バス）25分

名寄駅〜新千歳空港（JR）3時間30分
新千歳空港〜福岡空港（⾶⾏機）２時間30分

福岡空港〜⼩倉駅（JR) 1時間



下川町の特徴①
◇フルーツトマト、アスパラ、小麦

◇特産品（トマトジュース、手延べ麺）

◇アイスキャンドル、「万里長城」築城



下川町全町図
○町の面積：64,420ha

（東西20ｋｍ、南北30ｋｍ）

○森林面積：56,810ha

（町面積の9割）

国有林：48,147ha

町有林：4,688ha

私有林：3,975ha

（下川地区森林整備推進協定

18,551ha）

○林産業 8社9工場
（製材工場、構造用、造作用

集成材工場、割箸工場など）

○森林林産関係事業 13社・団体
（トドマツ精油、家具用広葉樹材、
木材運輸、笹、シイタケ栽培等）

○役場を中心に半径1ｋｍ以内に約
8割の世帯が集中



下川町の森林・林産業の特徴

樹種：カラマツ、トドマツ、アカエゾマツなど

森林の傾斜角度が、緩やか（民有林の約８割が20度以下）

民有林の路網密度：４８．７ｍ/ha（H30.4現在）（日本平均：20ｍ/ha（H26年度末））

林業就労者数：３０名（Ｈ28年度）

製材業就業者数：１４６名（Ｈ28年度）

素材消費量 ：７８，３９９ｍ3（Ｈ28年度）

民有林素材生産量：２４，５７８ｍ3（Ｈ28年度）

製材品出荷額：約３０億円（Ｈ28年度）



ゼロ・エミッションの木材加工
ＦＳＣ®認証（ＦＭ、ＣｏＣ）



H21役場庁舎内装木質化

H21公民館内装木質化

H22共生型住まいの場「ぬく森」

H25小学校内装木質化

more trees design 空間プロデュース第一弾

赤坂「T-TIME」

（下川町産カバ床材使用）

写真出典：more trees design HP

公共建築物等の木質化

H24一の橋住民センター
Photo by KEN 五島

H20 下川型エコハウス
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ダイニングテーブル

収納棚

テーブル・イス

お食い初め膳

広葉樹材テーブル

木質家具等
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森林環境教育

チェンソーアート大会企業林業体験ツアー

森林⽂化創造



資源あるところに産業が興る エネルギーあるところに産業が興る

S28年 国有林払下1,221ha
H6〜15年 国有林払下1,902ha

H16年 五味温泉ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導入
H17年 幼児ｾﾝﾀｰﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導入
H19年 育苗施設ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導入

H21年 役場周辺地域熱供給導入
H21年 原料製造施設設置

H22年 高齢者複合施設ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導入

H25年 小学校・病院ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導入
H26年 中学校ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導入

森林バイオマスエネルギー(熱)利⽤による地域づくり

公共施設の熱供給6８％を再生エネルギーへ転換

循環型森林経営
（基盤づくり）

H24年 一の橋ﾊﾞｲｵﾋﾞﾚｯｼﾞﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗ導入

木材加工・流通・販売

H10 下川産業クラスター研究会

H13~15 地域新エネルギービジョン策定

Ｈ23年 環境未来都市選定
Ｈ23年 森林総合産業特区指定
Ｈ25年 バイオマス産業都市選定

H20年 環境モデル都市認定

H12 林野庁の「国有林野のエネルギー資源利⽤検討会」に
町⻑が参加

Ｈ８〜 構造改⾰、⾏財政改⾰、地⽅分権推進、市町村
合併推進及び交付税の削減など。また、地域経済環境は
、農林産物の価格低迷や購買⼒の低下など

新たな価値創造
○木質バイオマスエネルギー
○地域材活⽤住宅（環境共生型モデル住宅）
○ＦＳＣ®認証（ＦＭ，ＣｏＣ）
○トドマツ精油
○森林療法や森林環境教育の実践
○カーボン オフセット など

産業クラスターとは、地域経済の創造発展の戦略であり
、比較優位・競争優位の産業を基軸に関連する産業を「
ブドウの房」（＝クラスター）のように形成

H21年 エコハウス（ﾍﾟﾚｯﾄﾎﾞｲﾗ導入）

H22年 町営住宅（ﾍﾟﾚｯﾄﾎﾞｲﾗ導入）

H26年 役場ﾎﾞｲﾗから町営住宅へ熱供給
Ｈ26年 地域活性化ﾓﾃﾞﾙｹｰｽ認定

削減額1,900万円/年
→基金→ ボイラ等更
新と子育て支援

既存事業者（化⽯燃料店）

森林バイオマスエネルギー利⽤



五味温泉木質ボイラー

６３万Kcal
８０万Kcal

施設：下川町
運営管理：一般財団法人 下川町ふるさと開発振興公社
泉質：含二酸化炭素水素塩泉
年間利用者：約10万人（内宿泊約8千人）
燃料消費量：A重油約200,000リットル/年+灯油



平成16年度 木質ボイラーの導入計画

温泉の加温、給湯、施設の暖房

80万Kcal＋63万Kcalの重油ボイラ

80万Kcal重油ボイラ
＋

15.5万Kcalの木質ボイラ

木質ボイラーの導入

【ケース１/冬期最大負荷時】
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重油を50％削減（100,000Ă）

年間６０万円のコスト増

化石燃料の高騰
約350万円分コスト

削減



施設概要

林地残材等

木質原料資源 原料受入・⾃然乾燥・燃料製造 木質バイオマスボイラー収集・運搬 供給

木質原料製造施設

平成2９年度
約1,820万円の利益を
協同組合と町で折半
（町は機械更新のため基⾦積⽴）

業種転換
事業の収益性

平成21〜22年度 町直営
平成21年10月 下川エネルギー供給協同組合設⽴
平成23年度 協同組合に業務委託
平成24年度〜 協同組合に指定管理

※納付⾦として町に250万円を納入

▼設置日：平成21年4月1日
▼敷地面積：15,754㎡
▼原料保管可能量：13,750㎥程度（8,250t：含⽔率100％）
▼原料保管施設等：延べ床面積428.44㎡（鉄骨造平屋建）→製品保管室、トラックスケール、機械格納庫、事務室
▼木質燃料供給量：約3,500ｔ（平成29年度実績）



役場周辺地域熱供給システム施設
実施前
役場、消防署：役場機械室内に蒸気重油ボイラー（758,000Kcal）

公民館：役場機械室内に蒸気重油ボイラー（880,000Kcal）

総合福祉センター：灯油温水ボイラー（200,380Kcal×２台）

総合福祉センター

消防署

役場庁舎

公民館

実施後
木質バイオマス規模：1,200Kw（100kcal） １基

貯湯槽 8,000Ă １基 など

熱媒体：温水暖房

配管敷設方式：地下埋設・IP管



役場周辺地域熱供給システム施設システムフロー

特徴

☆公害対策

☆含水率150％

☆ボイラ検査や資格・免
許が不要

☆熱管理システム など

化石燃料削減量112,000Ă



木質バイオマスボイラ

2005（H17）年3月 2006（H18）年3月 2008（H20）年12月

公共の温泉「五味温泉」 幼児センター 育苗施設

2010（H22）年3月

役場周辺地域熱供給施設 高齢者複合施設

2011（H23）年3月 2011（H23）年3月

町営住宅

一の橋地区
地域熱供給施設

小学校・病院地域熱供給
システム施設

2014（H26）年3月2013（H25）年5月

導入に向けて
○対象施設状況（熱需要量、設備など）
○原料（賦存量、形状、含⽔率、価格、

供給体制）
○木質ボイラ選定

○原料保管規模（3日分）
○管理運営体制

中学校熱供給施設

2015（H27）年1月



○公共施設の熱需要量の内、
約68％が木質ボイラ

○町内の熱需要量の内、
約56％が木質ボイラ
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再生エネルギー導入に伴う効果と独⾃施策

施 設 名 導入前（基準）
化⽯燃料使⽤量

H29年度
木質バイオマス使⽤量 燃料代削減効果

五 味 温 泉

1,063,200㍑ 3,500t 約1,900万円

幼 児 セ ン タ ー
育 苗 施 設

役場周辺地域熱供給
高齢者複合施設

一の橋地区地域熱供給
⼩学校・病院地域熱供給

中 学 校

再⽣エネルギー導入燃料代削減効果
削減効果を以下の施策に1/2ずつ配分
①再⽣エネルギーボイラー更新費⽤
②子育て支援の充実・保育料の軽減措置（１割）・学校給⾷費補助（２割）

・乳幼児等医療費扶助（中学⽣まで医療費無料）
・不妊治療費支給 自己負担の１／２ 15万円限度
・乳児すこやかに育て応援（年間36,000円→2歳未満支給）

■経費削減効果

■独自施策

基⾦積⽴条例
(Ｈ25.4.1〜)

コスト削減を
将来負荷軽減
子育て支援充実



「環境モデル都市」下川町では、循環型森林経営の推進と森林バイオマスの総合的な利活用により

地域産業を促進し、低炭素で快適な生活環境の創造による温暖化対策を推進しております。

このような中、平成21年度 環境省による補助のもと、下川町で伐採された木材の活用や地元の職人の手

により、高気密・高断熱を実現した環境共生型モデル住宅<美桑(みくわ)>を建設し、宿泊体験をしていた

だくことで、訪れた方々に、住宅環境対策に関する普及啓発活動を展開しています。

エコハウスと
は？

◆ FSCプロジェクﾄ(部分認証）制度に基づいた建築を実現

◆ 地元産の木材をふんだんに使用することで、ウッドマイルズ低減化を実現

◆ 地元職人による建設を実現することで、木材の輸送に係るCO2削減を実現

◆ 地元木材チップを使用した木質断熱材（ウッドファイバー）を使用

◆ ヒートポンプ、ペレットボイラー・ストーブなど、環境に配慮した設備

主な特徴



Photo by KEN 五島 Photo by KEN 五島

Photo by KEN 五島 Photo by KEN 五島Photo by KEN 五島Photo by KEN 五島
12

宿泊体験
2名まで素泊り10,000円/泊
1名増えることに2,000円
定員12名



下川町快適住まいづくり条例
新築・改修等への地域材使用、気密性、断熱性能基準を満たすもの、木質バイオ
マス機器の購入、太陽光発電設備の設置等に対する補助制度

・地域材利用・・・最大３５０万円

・リフォーム・・・最大４０万円

・高気密・・・２０万円

・高断熱・・・３０万円

・木質バイオマス機器・・・２０万円

・太陽光発電・・・３０万円



◎地域課題

▼顕著な人口流出

昭和35年 2,058人(下川町 15,555人)

平成21年 95人(下川町 3,495人)

比較 △1,963人(下川町 12,060人)

95％(下川町 78％)

▼高齢化率

平成21年 51.6％

▼要因

☆産業の衰退

林業衰退、営林署統廃合、ＪＲ線廃止

⇒生産活動激減、若年層減少、地域

活力低下

☆生活基盤の衰退

買い物環境、住環境悪化

⇒社会不安、地域コミュニティ衰退など

⇒地域社会の維持が困難な状態

超高齢化対応社会モデル集落の構築

一の橋地区バイオビレッジ構想

めざすべき姿：超高齢化問題と低炭素化を同時解決
①エネルギー自給の向上

②環境配慮建築の導入

③地域資源の活用による新産業創造。

④集住化による自律型コミュニティモデルの創造

エネルギー自給型
集住化エリア整備
による集落の再生約12km

中心市街地
一の橋



①障がい者支援施設
（既存）

⑧・コンテナ苗栽培
・薬用植物育苗

⑥コミュニティセンター
（既存）

③集住化住宅(22戸）

暖房

スマートメーター④住民センター

郵便局、警察官立寄所、
住民の共有スペース

暖房

⑦集住化住宅(4戸）
宿泊施設(2戸）

⑤駅カフェイチノハシ
（地域食堂）

②ＥＶ充電器

⑨特用林産物栽培研究所

地域熱供給施設

太陽光パネル(15kW) 木質（木くず）ボイラー

550kW×2

⑩誘致企業貸付試験研究施設

一の橋地域熱供給：ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ一の橋地域熱供給：ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ



集落の担い⼿として

平成22年から16名を
任用(うち農業関係2
名)。
退任者10名のうち定
住者は5名(起業2名、
就職3名)。
現在6名が隊員として
活動中(うち農業関係
1名)。

住民自治力・集落
経済力の向上

１導入目的：限界化する集落再生を目的に｢地域おこし協力隊｣を導入
（一の橋地区バイオビレッジ構想の具現化）

２活動内容：廃屋の撤去、ＩＣＴ見守り、ハウス栽培、石窯ピザ販売、商品開発、生活・
買い物支援、除雪、地域食堂運営、機能性植物栽培、環境保全、障がい者施
設支援、集落支援型NＰＯ法人支援、施設管理・水源管理



目的

事業内容

施設整備概要

一の橋地域の産業振興と地域経済の活性化を図ることを目的に
菌床しいたけの栽培を行う。

▼菌床しいたけの栽培
▼地域の特性を生かした特用林産物の研究開発
▼特用林産物等の販売、流通調査及び市場の開拓

平成２６年４月
菌床生産棟 鉄骨造１４４㎡ １棟
培養棟 ビニルハウス３３５㎡ １棟
栽培棟 ビニルハウス２４３㎡ ２棟
オガコ保管庫 ２５．１１㎡ １棟
【事業費 １４６，７２０千円、地域バイオマス産業化整備事業】

平成２７年１２月
作業棟（パック、管理棟） 木造平屋建 １７７．６３㎡ １棟
パック機一式
栽培棟 ビニルハウス２４３㎡ ２棟
【事業費 １２３，４０５千円、地域再生戦略交付金】

生産量

職員体制
▼正職員 １人
▼臨時職員 ２人
▼パートタイム職員 ２３人

混合

オガコ、栄
養体に水を
混合する

充填

専用袋に
培地を
充填

殺菌

充填した
培地を

高温殺菌

放冷

殺菌した
培地を
冷却

培養

培養棟で
８５日間

熟成

除袋

８５日目に
菌床の袋を

取る

収穫

９０～
１１０日目

収穫

浸水

菌床を浸水
３回

収穫

浸水後
収穫

菌床しいたけ生産工程

廃棄

１７０日目
で菌床廃棄

＜菌床生産棟＞ ＜培養棟＞ ＜栽培棟＞ 選別・パック詰め・出荷

接種

培地に
しいたけ菌
を植える

年度 菌床製造数 生産量 売上額

２６ 108,713個 38.8ｔ 28,388千円

２７ 148,274個 70.1ｔ 51,467千円

２８ 137,017個 75.4ｔ 56,935千円

２９ 177,039個 90.6ｔ 70,107千円

６

下川町特⽤林産物栽培研究所事業
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Ｈ27人口
339,605

19,914

29,048

22,936

7,018

10,233

6,689

3,777

2,976

4,044

8,111

10,292

10,826

5,069

2,555

1,211

3,596

3,228

3,547

4,659

832

1,767

1,525

人口の社会動態人口の社会動態

※⾃然動態→出生・死亡にともなう人口の動き
※社会動態→転入・転出にともなう人口の動き

森林×林業×エネルギー×α＝社会動態増



H19〜持続可能な地域社会を目指す
H20〜環境モデル都市
H23〜環境未来都市

国内動向
H26〜
地⽅創生

国際動向
H27〜
持続可能な
開発目標

H29〜
SDGs未来都市へ

持続可能な地域社会
・誰もが暮らしたいまち
・誰もが活⼒あるまち

地域を変⾰する”SDGs”地域を変⾰する”SDGs”

1.これまで（〜H28）

■人口減少が緩和
✔社会動態減少（転入出の差）が緩和
✔最近５カ年では社会動態人口増の年も

■再エネによる地域熱⾃給率が49％

■個人住⺠税+16.1％（H21年とH28年比）

⇒持続可能な地域社会の「芽」が発現

２.これから（H29年〜）

■SDGsを取り入れレベルアップ
✔SDGsを取り入れた⾃治体政策体系

■下川町で「持続可能な地域社会」を実現
→SDGs、地⽅創生への寄与・貢献

2030年における持続可能ビジョン

総合計画・SDGsアクションプラン

事業
産業振興・少子高齢化対策・低炭素

第１回ジャパンSDGsアワード内閣総理⼤⾂賞受賞 脱炭素社会



Ｂ＆Ｇ海洋センター

公⺠館

まちおこしセンター

宿泊研修交流施設

地域間交流施設

Ｂ＆Ｇ海洋センター

市街地の地域熱供給システム面的拡⼤へ

スポーツセンター

共⽣型住まいの場

林業総合センター

バスターミナル合同センター

４

脱炭素社会

個別木質ボイラ
↓

地域熱供給システムへ

利点
・ボイラ更新費⽤の低減
・熱融通による効率的な木質ボ
イラ利⽤（地球温暖化対策）
・ボイラ管理費の低減
・将来に向け多様な熱利⽤

懸念事項
・熱導管のイニシャルコスト
・ポンプ動⼒の電気代
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●五味温泉、エコハウス

●結の森
（ビジネスホテル）

ヨックル（コテージ）●（エコハウス）
（五味温泉）

（ヨックル）

（結の森）

アクセス

視察申込先：下川町役場のHP又はしもかわ観光協会HP
（2名まで6,000円。追加3,000円/人。21人以上ご相談ください）

宿泊施設

福
岡
空
港

飛行機約
約2時間35分



輝く森林の中に、日本の未来が見える。

ご清聴ありがとうございました。


